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＜調査の概要＞
本調査は､ 豊田市市役所の協力の下に中京大学社会学研究所が､ 中京大




























119 ( 2 )
年 代 回答者数 (人) 回答率 (％)
30 歳未満 310 20.7
30 歳代 302 20.2
40 歳代 369 24.7
50 歳以上 506 33.8
無回答 9 0.6






















7 内容を 100 パーセント理解できていることが理想だと思うが､ 実際









設 問 回答者数 (人) (%)
1 規程の内容を知っている 347 23.2
2 規程は知っているが､ 内容は知らない 1060 70.9


















6 指導､ 許可等を行う機会が多いため､ 正確に作成する｡
7 公用文の書き方をできるだけ守る｡
117 ( 4 )
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17 できるだけ電子文書起案､ 紙資料もできる限り PDF 等で電子文書
に添付｡
115 ( 6 )
8 その他 (自由記述欄にお書きください) 130 8.7
















24 原則電子文書､ 補助金申請等資料が多く､ 見にくいと思われるとき
のみ､ 紙決裁にする｡
25 基本は､ 電子文書で起案しているが､ 決裁区分や内容によって紙決
裁にて起案している｡












る｡ 少ない紙文章であれば PDF 化して添付し､ 電子決済にするよ
うにしている｡
32 基本的には､ 電子をベースにしているが､ 決裁する内容次第で紙ま
たは電子の判断をしている｡





37 紙文書の添付資料がある場合でも､ スキャナーでドキ変換して､ 紙





39 電子起案文書を基本としている｡ 但し､ 紙決裁と決められていたり､
添付書類等の都合により紙文書起案とすることがある｡
40 紙と電子の使い分けについて､ 特に意識したことはない｡
41 紙文書であっても､ DocuWorks により電子化し起案している｡
42 添付もできるだけスキャンしてデータにして電子文書にしている
43 原則として､ 紙文書の添付資料もスキャニングの上､ 電子文書で起
案している｡
44 基本的に電子文書で起案
113 ( 8 )
紙での依頼 (申請) 文書がある場合でも､ 紙文書の受付を電子に取
り込んで電子決裁(起案) を実施






















58 基本的に電子文書で起案｡ 紙での起案指示がある場合､ 添付資料の
電子化が妥当でないものは紙文書で起案｡
59 紙文書でなければならない場合を除いて､ 電子文書で起案している｡
















































88 従来から様式が定められており､ かつ､ 押印したものを提出する必
要がある場合は､ 主に紙文書で起案している｡
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94 紙文書による起案が指示されているため｡ 指示がなければ電子起案｡






96 その都度､ わかりやすい､ 見やすいと思われる方を自分で選択して
いる｡
97 詳細な確認事項の多いものは､ 紙決裁としている｡








































119 基本電子文書｡ 支払等､ 紙文書が必要な場合に紙文書で起案｡
120 事務処理の関係上ほとんどの起案を紙決裁で行っている｡
121 支払に添付する文書は紙文書で起案している｡
122 基本は､ 電子決裁としている｡ 紙決裁の指定がある場合のみ紙で実
施

























136 各種システムにより制約のある場合や､ 添付書類が膨大な場合､ メー
ルによる照会への回答などは電子文書で起案することが多く､ それ
以外は紙文書で起案することが多い｡













142 基本は電子文書､ 数年後に検索してもわかるように､ と考えている
が､ 電子文書では確認しづらいものは紙文書で作成している (補助
金等)
143 個人としては､ 紙文書も電子化し､ 起案したいが､ 手間がかかるの
で､ 省略している｡
144 起案する案件の内容､ 添付資料の量､ 決裁ルート､ 過去の前例を考
慮し､ 最適と思われる方法を選択している｡
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要な文書) の場合は､ 紙決裁にしている｡









154 紙文書の添付資料がある場合も､ 可能な限り DWで読み込んで､
電子文書で起案するようにしている｡
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設 問 回答者数 (人) (%)




























20 定型業務のみ (文書は) 業務が非定型すぎるので (カルテには記載)
5 文書の作成にあたって､ 情報公開等の請求を受けて開示することがあ
る (しなければならない) ことを意識していますか？
103 ( 18 )
設 問 回答者数 (人) (%)
1 常に意識している 626 41.8
(自由記述)
1 救急は特に多いので気にしています｡





7 収受､ 起案 (作成) した紙文書は､ 全てファイリングシステムにより
キャビネットの中に保管されていますか？
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2 文書の内容により意識している 725 48.5
3 特に意識していない 134 9
無回答 11 0.7









3 公開されていることを知らなかった 129 8.6
無回答 8 0.5
設 問 回答者数 (人) (%)
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62 毎年実施する特定事業の一連文書 (防災会議､ 非常配備など)
63 工事関係協議書等



















79 文書量が多く､ 現在進行形で､ 頻繁に参照する文書






























101 住民票､ 税証明等申請書は､ かさばるため､ 一月はキャビネットに
保管し､ その後箱詰めして､ 倉庫へ移動している｡





























125 事務室ではなく､ 担当者で活用するため､ 担当の所に置き皆で利用
している｡
126 法令手続など､ 経年で補完すべきものは､ 一つのファイルに保存し
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166 自分の担当業務で､ 契約事務などには影響しないもの (地元への連
絡内容の決裁など) は､ 自分で保管するファイルへ収納している｡
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17 庁外 (清掃事務所) であり､ 管理や文書廃棄は独自に行っている
18 所属長として作成する人事考課や人事異動に係る文書
91 ( 30 )
設 問 回答者数 (人) (%)

































42 割り当ての書庫には､ 保存すべき箱数の 1/4 程度しか保存できな















































行政文書の管理及び歴史文書の保存に関する意識調査 88( 33 )






































87 ( 34 )
11 書庫の保存文書を､ 閲覧・持ち出ししたことがありますか？
(自由記述)
1 査察台帳も､ 保存文書として扱うならば､ よくある｡
2 部署にもよるので一概に回答できません｡ 現在の担当では ｢3｣ と
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設 問 回答者数 (人) (%)
1 よくある (月に 1回以上) 94 6.3
2 たまにある (年に 1～2回くらい) 624 41.7
3 ほとんどない (必要がない) 770 51.5
無回答 8 0.5




















85 ( 36 )
設 問 回答者数 (人) (%)
1 総合文書管理システム 1088 72.7
2 ファイルサーバ (共有フォルダ) 205 13.7
3 キャビネット 126 8.4












3 ここでは ｢1｣ を選択していますが､ ｢2｣ ｢3｣ ｢4｣ なども含め作成
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設 問 回答者数 (人) (%)





3 知らない 437 29.2
無回答 5 0.3











4 合併町村の文書廃棄は､ 慎重に行わないと､ 地域における事業展開
の経緯などがわからなくなる｡
16 現在､ 本市をはじめ､ 国や県内の他の自治体の多くでは､ 文書の保存





3 今から 30 年前の昭和 60 年ごろの重要な決定事項などはまだまだ必
要ではないかと思うので､ 30 年で廃棄することはどうかと思う｡
4 査察台帳 (建物が取り壊すまで必要)





3 知らない 351 23.5
無回答 6 0.4
設 問 回答者数 (人) (%)
1 ある 903 60.4
2 ない 144 9.6
3 わからない 441 29.5
無回答 8 0.5
5 土地の登記済証 (または､ それに準ずる文書) は必要かと思います｡
20 年以上前に､ 個人が田として使用している土地が市の名義でし














13 愛・地球博やラグビーワールドカップ 2019 など､ 国策としての事
業においては､ 豊田市の歴史的公文書として永久保存する文書もあ
ると思われる｡
14 30 年では短い文書もあると思うが､ 永久に保存すべきかどうかは
すぐに判断できない｡
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行政文書の管理及び歴史文書の保存に関する意識調査 80( 41 )
34 いつかは廃棄されるものだと思うが､ 30 年が妥当かが分からない｡
35 30 年という期間の設定の根拠を知らないから分からない｡
36 特定できないが､ 永久保存するべきものもあるのではないか｡
37 事件性のある文書や､ 許認可に関する文書 (市民の財産に関係する



















が発生する｡ その中で､ 建築確認申請書､ 検査済証等の存続してい
る建物が法令等を順守しているかどうかの確認のため､ また増築等
の建築行為を行う際に､ 上記書類は必要となるため､ 永久に保存す
べき文書ではないが､ 常用 (常に使う) の考え方とも異なるため､
















7 電子化すれば､ かなりの文書が残せると思いますが､ 難しい問題だ
と思います｡
行政文書の管理及び歴史文書の保存に関する意識調査 78( 43 )













































77 ( 44 )
ため､ 事業内容に応じて長期保存をすべきとだと思う




















4 この手の担当者 (情報セキュリティ管理者､ 政策法務担当者等) が
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設 問 回答者数 (人) (%)
1 知っている 1288 86.1



















14 まずは､ 情報DBなどを使って自分で調べる｡ ひととおり調べてわ
75 ( 46 )
設 問 回答者数 (人) (%)
1 課長や管理職 308 20.6
2 文書管理者 486 32.5
3 文書担当者 571 38.2
4 上記以外の同僚 444 29.7
















































4 職員は､ 文書作成を始めとする文書事務への知識も関心もなく､ 危
機的な状況である｡ 職員研修の基本の第一に文書事務を徹底して学
73 ( 48 )
設 問 回答者数 (人) (%)





3 ファイリングや保存の方法について 686 45.9
4 総合文書管理システムについて 699 46.7
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19 OJT だけではなく､ 新規採用職員の研修として､ 文書事務の扱い















71 ( 50 )
21 部､ 課ごとの特徴を踏まえた研修
22 異動をすると､ 文書管理システムがそのそもわかっていない人が多











人を量産しないために､ 20 代 30 代は担当業務や性別に関係無く､
学ぶ機会がたくさんあると良いと思います｡
25 収受に迷う文書の取り扱いについて
26 新規・若手職員だけでなく､ 入庁 10 年目以上の職員や担当長等を
対象とした研修が必要と考える｡
27 一度にたくさんのことを教え込もうとしても習得できないと思われ




















































②担当者の考え (意思､ 判断､ 所見)
を明示していく必要があるように思う｡








49 文書管理システムの基本的な操作方法 (起案､ 収受のやり方) の研
修を新規採用職員へ行うと良いと思う (4 月中くらいに)｡
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50 社会人採用の職員用に文書管理の研修を改めて行ってほしい｡




67 ( 54 )
